
□ □

□

1

25
年
度
実
績

目
標
数
値

1

25
年
度
実
績

目
標
数
値

団体の目指す将来像 生命科学の応用による産業活性化の支援

現在の取組
横浜・神奈川バイオビジネスネットワークを形成し、会員制のバイオベンチャーアライアン
ス（BVA）の事務局を担う等により産学連携の促進に取り組むとともに、企業間連携のコー
ディネーション、公的資金の獲得支援、専門家による相談支援等を行っています。

方針期間の主要目標 ①会員企業等の相談件数・支援件数 ①61件 ①70件

具
体
的
取
組

団
体

会員企業等のニーズ把握に努め、産学・企業連携のコーディネートや公的資金の獲得支援、販路開拓支援等
の取組みを強化し、相談・支援件数の増加につなげていきます。

市
バイオ関連産業の活性化のため、市のイベントや広報等を効果的に活用し、団体の産業活性化支援に対する
取組みについて広く周知していきます。

(1) 公益的使命の達成に向けた取組

現在の取組
国費等を活用した研究開発プロジェクトや、京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合
特区の指定を受け、産学官が連携して推進する横浜プロジェクト等を多数手掛けています。

方針期間の主要目標
①研究開発プロジェクト創出・支援件
数
②研究会の開催件数

①18件
②26件

①20件
②30件

具
体
的
取
組

団
体

特区横浜プロジェクトの中で、国の特例措置・支援措置等を活用したプロジェクト支援に取り組むととも
に、特区終了後も、特区指定時の実績を活かし、より一層の共同研究開発プロジェクトの創出・支援に取り
組んでいきます。

市

(1) 公益的使命の達成に向けた取組

団体の目指す将来像 生命科学に関する共同研究開発等の企画及び推進

方針の期間 平成27年～平成29年
３年間以外の
場合の考え方

団体の中期経営計画期間 主要施設の指定管理受託期間

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

外郭団体として
の必要性、役割

当該団体は、ライフサイエンス分野の産学官連携の中核的推進機関として高い専門性を有しており、企
業や大学等と独自のネットワークを構築するとともに、産学官が連携した共同研究開発プロジェクトの
組織化とその推進に取組むなど、企業等の研究開発とその産業化の支援に取組んでいます。今後とも当
該団体は、国際戦略総合特区や国家戦略特区のメリットなども活かしながら、本市が成長分野であるラ
イフサイエンスにおける研究開発を促進し、産業の活性化を目指すうえで重要な役割を担っています。

協約（団体の経営向上等に向けた団体及び市の取組）

【取組の概要】

　本市におけるライフイノベーション推進のため、国家戦略特区・国際戦略総合特区のメリットも生かしながら、市内
企業・研究機関等の共同研究開発プロジェクトの企画・推進に一層取り組んでいく必要があります。また、産学官連携
の中核的推進機関として、引き続き独自のネットワークを活用した支援策等により産業の活性化に寄与していく必要が
あります。また、横浜バイオ産業センター（YBIC）の入居率を維持するとともに、横浜バイオ医薬品研究開発センター
（YBIRD）の事業収入の増を図る、組織体制を強化する等更なる経営改革に取り組んでいく必要があります。

団体経営の方向
性（団体分類） 引き続き経営の向上に取り組む団体

経営改革方針
（旧方針）におけ

る団体分類
引き続き経営努力が必要な団体

方向性の
考え方

（理由）

ライフサイエンス分野は今もっとも注目され、今後の市場拡大も見込まれる成長分野の一つであり、本
市におけるライフイノベーションの推進役として当該団体の役割は一層大きくなっており、これまで蓄
積した実績・ノウハウ、ベンチャーの活動拠点の提供（YBIC）やバイオ医薬品研究開発センター
（YBIRD）の活動を生かして、市内企業・研究機関等による革新的な研究開発や技術開発の支援等に対す
る取組みを一層強化していく必要があります。なお、財務に関しては、借入金等を円滑に返済していく
ため、経営改革に取組み、財源の確保を図る必要があります。

団体名 公益財団法人　木原記念横浜生命科学振興財団 所管課 経済局成長産業振興課

方針（経営の方向性）

横浜市○○局  経営に関する方針（素案） 横浜市経済局  経営に関する方針（素案） 横浜市○○局  経営に関する方針（素案） 横浜市経済局  経営に関する方針（素案） 
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団体名 公益財団法人　木原記念横浜生命科学振興財団 所管課 経済局成長産業振興課
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協約（団体の経営向上等に向けた団体及び市の取組）

業務・組織の改革

財務の改善に向けた取組

団体の目指す将来像 財務状況の改善に向けた経営努力

現在の取組
国際戦略総合特区における国委託事業収入など、事業推進のための国等の公的資金の確保に
努めるほか、YBICの高い入居率の達成やYBIRDの利活用促進等による事業収入の増加等に努
めています。

方針期間の主要目標
①次期繰越収支差額
②公的研究事業費等の外部資金の獲得

①95百万円
②9件（23～25年度累
計）

①142百万円
②10件（27～29年度累
計）

具
体
的
取
組

団
体

財団の収入増を図るため、国等の公的研究事業費の獲得など外部資金の拡大を目指すほか、YBICの高い入居
率を達成します。
YBIRDについては、企業の発注内容も比較的少量・小額のものから始まり、研究開発の進捗に伴い、1件あた
りの単価も上がっていくことから、継続案件を受託できるよう利用者に対するフォローなども積極的に行っ
ていきます。あわせて、国内外の製薬企業等に幅広いネットワークを有する専門コーディネーターの増員
や、技術セミナーの開催などにより、製薬企業をはじめ、大学、研究機関など、より多くの顧客を獲得でき
るよう受注の取組を強化することで収入増を図り、次期繰越収支差額の増につなげていきます。

市
当該団体と連携して、地域産業の活性化に資する公的事業費の獲得を進めるほか、YBIRDの利用をバイオ医
薬品や再生医療分野などの企業・大学・研究機関に働きかけるなど、積極的に利用者の拡大を図ります。

公的な役割を担う外郭団体としての
団体と市との円滑な連携・協力体制の構築に関する取組

団体の目指す将来像 組織体制の強化

現在の取組
専門人材の採用、嘱託職員の任期付職員登用、派遣職員の活用により、少数精鋭の組織体制
を構築しました。

方針期間の主要目標
①職員（任期付、嘱託、派遣含む）の
計画的な研修受講

①55回 ①60回

具
体
的
取
組

団
体

内部研修による人材育成の取組に加えて、ライフサイエンス関連の学会や専門機関、または国、県、市をは
じめとした外部機関が主催する研修の計画的受講を促し、職員のスキルアップを図ります。

市 市が主催する研修等について財団職員の積極的参加を促します。

27年度以降の関与のあり方検討を踏まえて記載します。 
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